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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
クランクケースとギアおよびウェットクラッチの少なくとも１つとを含む内燃機関の静摩
擦を維持する方法であって、該方法が該クランクケースと該ギアおよびウェットクラッチ
の少なくとも１つとに、以下：
（ａ）潤滑粘性のある油；および
（ｂ）ヒドロカルビル置換無水コハク酸と酸官能化アミン化合物との反応生成物であって
、ここで、該アミン化合物がアミノサリチル酸である、反応生成物
を含有する潤滑組成物を供給する工程を含む、方法。
【請求項２】
前記反応生成物がスクシンイミド酸である、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
前記ヒドロカルビル置換無水コハク酸または反応性等価体が式（１）：
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【化６】

（式中、Ｒ１は１０～１００個の炭素原子を含有するヒドロカルビル基である）を有する
、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
前記ヒドロカルビル置換無水コハク酸のヒドロカルビル置換基が、ポリイソブチル基を含
む、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
前記ポリイソブチル基の数平均分子量が少なくとも４００である、請求項４に記載の方法
。
【請求項６】
前記アミノサリチル酸が５－アミノサリチル酸である、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
前記反応生成物が、前記潤滑組成物の０．１重量％～４重量％で存在する、請求項１に記
載の方法。
【請求項８】
前記潤滑組成物が、前記クランクケースと前記ギアに供給される、請求項１に記載の方法
。
【請求項９】
前記潤滑組成物が、前記クランクケースと前記ウェットクラッチに供給される、請求項１
に記載の方法。
【請求項１０】
前記潤滑組成物が、前記クランクケースと前記ギアおよび前記ウェットクラッチの両方に
供給される、請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
前記潤滑組成物がさらに、１つまたは複数の耐摩耗剤、分散剤、金属含有清浄剤、粘度指
数向上剤、酸化防止剤、消泡剤、および流動点降下剤を含む、動摩擦の低減のための追加
的な摩擦調整剤を含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
前記内燃機関が４ストロークエンジンである、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
前記４ストロークエンジンがオートバイのエンジンである、請求項１２に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（発明の分野）
　本発明は、クランクケースとギアおよびウェットクラッチの少なくとも１つとを含む内
燃機関を潤滑組成物で潤滑させることによる摩擦制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
（発明の背景）
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　２－ストロークおよび／または４－ストローク内燃機関に普遍的に適合する潤滑剤を製
造する試みがなされていることは知られている。これらの潤滑剤は、一般に、多数の異な
る性能添加剤を含有し、これらは、例えば、４－ストロークのオートバイエンジン（この
場合、クランクケース油の粘度が要求される一方、また、ギアボックス、変速機またはク
ラッチに関連した極圧および温度に適合する特性も要求される）における用途には、必ず
しも設計されていない。結果的に、多くの添加剤は、エンジン性能または燃料節約に悪影
響を及ぼす特性を有する。
【０００３】
　Ｋａｓａｉら、（２００３　ＪＳＡＥ／ＳＡＥ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｐｒ
ｉｎｇ　Ｆｕｅｌｓ　＆　Ｌｕｂｒｉｃａｎｔｓ　Ｍｅｅｔｉｎｇ，Ｙｏｋｏｈａｍａ，
Ｊａｐａｎ，Ｍａｙ１９－２２，２００３，論文名「Ｅｆｆｅｃｔ　ｏｆ　Ｅｎｇｉｎｅ
　Ｏｉｌ　Ａｄｄｉｔｉｖｅｓ　ｏｎ　Ｍｏｔｏｒｃｙｃｌｅ　Ｃｌｕｔｃｈ　Ｓｙｓｔ
ｅｍ（ＳＡＥ２００３－０１－１９５６　ｏｒ　ＪＳＡＥ　２００３０１０５）」は、摩
擦制御に適切であるので、清浄剤またはジチオリン酸亜鉛と併用したホウ酸化分散剤を開
示している。Ｋａｓａｉらは、さらに、摩擦調整剤を含有するエンジン油が、クラッチ能
力を低下させるので、４－ストロークオートバイエンジンで適用できないことを述べてい
る。
　米国特許第６，５２５，００４号は、２－サイクルおよび小エンジン４－サイクルエン
ジンで使用するためのホウ酸化ヒドロカルビルスクシンイミド分散剤およびリン化合物を
含有する組成物を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第６，５２５，００４号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　摩擦制御を付与しつつ、クランクケース、ギア、変速機システムおよびウェットクラッ
チの少なくとも１つを有する内燃機関を潤滑させる方法があれば、有利となる。本発明は
、摩擦制御を付与しつつ、内燃機関を潤滑させる方法を提供する。
【０００６】
（発明の要旨）
　本発明は、クランクケースとギアおよびウェットクラッチの少なくとも１つとを含む内
燃機関を潤滑させる方法であって、前記方法は、前記クランクケースと該ギアおよびウェ
ットクラッチの少なくとも１つとに、以下：
　（ａ）潤滑粘性のある油；および
　（ｂ）ヒドロカルビル置換無水コハク酸と酸官能化アミン化合物との反応生成物である
摩擦調整用添加剤
を含有する潤滑組成物を供給する工程を含む、方法を提供する。
【０００７】
　開示された技術は、クランクケースとギアおよびウェットクラッチの少なくとも１つと
を含む内燃機関において静摩擦を維持する方法であって、該クランクケースと該ギアおよ
びウェットクラッチの少なくとも１つとに、（ａ）潤滑粘性のある油；および（ｂ）ヒド
ロカルビル置換無水コハク酸と酸官能化アミン化合物との反応生成物を含む潤滑組成物を
供給する工程を含む、方法を提供する。
【０００８】
　本発明はさらに、反応生成物がスクシンイミド酸である、本明細書に開示された方法を
提供する。
【０００９】
　本発明はさらに、ヒドロカルビル置換無水コハク酸または反応性等価体が式（１）：
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【化１】

（式中、Ｒ１は１０～１００個の炭素原子を含有するヒドロカルビル基である）を有する
、本明細書に開示された方法を提供する。
【００１０】
　本発明はさらに、ヒドロカルビル置換コハク酸無水物のヒドロカルビル置換基がポリオ
レフィンを含む、本明細書に開示された方法を提供する。
【００１１】
　本発明はさらに、ポリオレフィンがエチレン－プロピレン共重合体を含む、本明細書に
開示された方法を提供する。
【００１２】
　本発明はさらに、ヒドロカルビル置換無水コハク酸のヒドロカルビル置換基がポリイソ
ブチル基を含む、本明細書に開示された方法を提供する。
【００１３】
　本発明はさらに、ポリイソブチル基の数平均分子量が少なくとも４００、または５００
または８００、８００～３０００、または８００～１，５００である、本明細書に開示さ
れた方法を提供する。
本発明はさらに、アリール化合物がアミン置換安息香酸またはその誘導体である、本明細
書に開示された方法を提供する。
【００１４】
　本発明はさらに、アミン化合物がアリール化合物である、本明細書に開示された方法を
提供する。
【００１５】
　本発明はさらに、アリール化合物がアミン置換安息香酸またはその誘導体である、本明
細書に開示された方法を提供する。
【００１６】
　本発明はさらに、アミン化合物が式（２）：

【化２】

（式中、Ｒ２は、アルキレン基または芳香族基である）を有する、本明細書に開示された
方法を提供する。
【００１７】
　本発明はさらに、アミン化合物がアミノサリチル酸である、本明細書に開示された方法
を提供する。
【００１８】
　本発明はさらに、アミノサリチル酸が５－アミノサリチル酸である、本明細書に開示さ
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れた方法を提供する。
【００１９】
　本発明はさらに、反応生成物が潤滑組成物の０．５重量％～１．２重量％、または０．
１重量％～４重量％、または０．２５重量％～２重量％で存在する、本明細書に開示され
た方法を提供する。
【００２０】
　本発明はさらに、潤滑組成物がクランクケースとギア（または多数のギア）に供給され
る、本明細書に開示された方法を提供する。
【００２１】
　本発明はさらに、潤滑組成物がクランクケースとウェットクラッチに供給される、本明
細書に開示された方法を提供する。
【００２２】
　本発明はさらに、潤滑組成物がクランクケースとギア（または複数のギア）およびウェ
ットクラッチの両方とに供給される、本明細書に開示された方法を提供する。
【００２３】
　本発明はさらに、潤滑組成物がさらに、１つまたは複数の耐摩耗剤、分散剤、金属含有
清浄剤、粘度調整剤、酸化防止剤、消泡剤、流動点降下剤を含む、動摩擦の低減のための
追加的な摩擦調整剤を含む、本明細書に開示された方法を提供する。
【００２４】
　本発明はさらに、内燃機関が４ストロークエンジンである、本明細書に開示された方法
を提供する。
【００２５】
　本発明はさらに、４ストロークエンジンがオートバイのエンジンである、本明細書に開
示された方法を提供する。
　一実施形態において、例えば、以下の項目が提供される。
（項目１）
クランクケースとギアおよびウェットクラッチの少なくとも１つとを含む内燃機関の静摩
擦を維持する方法であって、該方法が該クランクケースと該ギアおよびウェットクラッチ
の少なくとも１つとに、以下：
（ａ）潤滑粘性のある油；および
（ｂ）ヒドロカルビル置換無水コハク酸と酸官能化アミン化合物との反応生成物
を含有する潤滑組成物を供給する工程を含む、方法。
（項目２）
前記反応生成物がスクシンイミド酸である、項目１に記載の方法。
（項目３）
前記ヒドロカルビル置換無水コハク酸または反応性等価体が式（１）：
【化６】

（式中、Ｒ１は１０～１００個の炭素原子を含有するヒドロカルビル基である）を有する
、項目１に記載の方法。
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（項目４）
前記ヒドロカルビル置換無水コハク酸のヒドロカルビル置換基が、ポリイソブチル基を含
む、項目３に記載の方法。
（項目５）
前記ポリイソブチル基の数平均分子量が少なくとも４００、または５００または８００、
８００～３０００、または８００～１，５００である、項目４に記載の方法。
（項目６）
前記アミン化合物がアリール化合物である、項目１に記載の方法。
（項目７）
前記アリール化合物がアミン置換安息香酸またはその誘導体である、項目６に記載の方法
。
（項目８）
前記アミン化合物が式（２）：
【化７】

（式中、Ｒ２はアルキレン基または芳香族基である）を有する、項目１に記載の方法。
（項目９）
前記アミン化合物がアミノサリチル酸である、項目６に記載の方法。
（項目１０）
前記アミノサリチル酸が５－アミノサリチル酸である、項目９に記載の方法。
（項目１１）
前記反応生成物が、前記潤滑組成物の０．５重量％～１．２重量％、または０．１重量％
～４重量％または０．２５重量％～２重量％で存在する、項目１に記載の方法。
（項目１２）
前記潤滑組成物が、前記クランクケースと前記ギア（または多数のギア）に供給される、
項目１に記載の方法。
（項目１３）
前記潤滑組成物が、前記クランクケースと前記ウェットクラッチに供給される、項目１に
記載の方法。
（項目１４）
前記潤滑組成物が、前記クランクケースと前記ギア（または複数のギア）および前記ウェ
ットクラッチの両方に供給される、項目１に記載の方法。
（項目１５）
前記潤滑組成物がさらに、１つまたは複数の耐摩耗剤、分散剤、金属含有清浄剤、粘度指
数向上剤、酸化防止剤、消泡剤、および流動点降下剤を含む、動摩擦の低減のための追加
的な摩擦調整剤を含む、項目１に記載の方法。
（項目１６）
前記内燃機関が４ストロークエンジンである、項目１に記載の方法。
（項目１７）
前記４ストロークエンジンがオートバイのエンジンである、項目１に記載の方法。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
（発明の詳細な説明）
　本発明は、クランクケースとギアおよびウェットクラッチの少なくとも１つとを含む内



(7) JP 6650869 B2 2020.2.19

10

20

30

40

50

燃機関を潤滑させる方法であって、前記方法は、前記クランクケースと該ギアおよびウェ
ットクラッチの少なくとも１つとに、以下：
　（ａ）潤滑粘性のある油；および
　（ｂ）ヒドロカルビル置換無水コハク酸と酸官能化アミン化合物との反応生成物である
摩擦調整用添加剤
を含有する潤滑組成物を供給する工程を含む、方法を提供する。
【００２７】
内燃機関
　本発明の内燃機関は、クランクケース、ギアおよびウェットクラッチを含む。任意選択
に、この内燃機関は、さらに手動または自動変速機を含む。一実施形態では、このギアは
、ギアボックスに由来する。
【００２８】
　本明細書中で使用する場合、用語「ウェットクラッチ」は、潤滑剤で浸されるか噴霧さ
れるクラッチプレート（単数または複数）、例えば、変速機のクラッチプレートを含むも
のであり、潤滑油がそのプレート間（単数または複数）に入ることを意味するとして、当
業者に公知である。一実施形態では、ウェットクラッチは、クラッチプレートおよび摩擦
ディスクを含み、これらは圧力が軸方向に印加されるとディスクおよびプレート間に摩擦
が生じるように交互に配置されている。
【００２９】
　一実施形態では、この内燃機関は、クランクケースとギアおよびウェットクラッチの少
なくとも１つとに同じ潤滑組成物を供給する共通油リザーバを有する。ある特定の実施形
態では、この潤滑組成物は、クランクケースとギア（または多数のギア）とに、またはク
ランクケースとウェットクラッチとに、またはクランクケースとギア（または複数のギア
）およびウェットクラッチの両方とに供給される。
【００３０】
　一実施形態では、この内燃機関は、４－ストロークエンジンである。一実施形態では、
この内燃機関はまた、一般に、小エンジンと呼ばれる。
【００３１】
　この小エンジンは、一実施形態では、２．２４～１８．６４ｋＷ（３～２５馬力（ｈｐ
））、別の実施形態では、２．９８～４．５３ｋＷ（４～６ｈｐ）の出力を有し、別の実
施形態では、１００または２００ｃｍ３の排気量を示す。小エンジンの例としては、家庭
／庭園用具におけるもの（例えば、芝刈り機、ヘッジトリマーまたはチェーンソー）が挙
げられる。
【００３２】
　一実施形態では、この内燃機関は、３５００ｃｍ３までの排気量、別の実施形態では、
２５００ｃｍ３までの排気量、別の実施形態では、２０００ｃｍ３までの排気量の能力を
有する。２５００ｃｍ３までの排気量の能力を有する適切な内燃機関の例としては、オー
トバイ、スノーモービル、ジェットスキー、クアッドバイク（ｑｕａｄ－ｂｉｋｅｓ）、
または全地形車両（ａｌｌ－ｔｅｒｒａｉｎ　ｖｅｈｉｃｌｅｓ）が挙げられる。一実施
態様では、この内燃機関は、トラクターまたは他の農業用車両（例えば、コンバイン）で
ある。
【００３３】
　一実施形態では、この内燃機関は、トラクターまたは他の農業用車両ではない。別の実
施形態では、この内燃機関は、ドライクラッチ、すなわち、エンジンを変速機（例えば、
自動車の変速機）から分離するシステムを含まない。別の実施形態では、この内燃機関は
、ディーゼル燃料との併用に適切ではない。
【００３４】
　一実施形態では、この内燃機関は、４－ストロークエンジンである。一実施形態では、
この内燃機関は、オートバイ、例えば４－ストローク内燃機関を有するオートバイに適切
である。
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【００３５】
潤滑粘性のある油
　この潤滑組成物には、潤滑粘性のある天然油または合成油；水素化分解、水素化、また
はハイドロフィニッシングから誘導された油；および未精製油、精製油および再精製油、
およびそれらの混合物が挙げられる。
【００３６】
　十分に配合された潤滑剤（トップトリートとして添加されてもよく、または製造者によ
って含有されてもよい成分（単数または複数）を含む）は、１つの成分として、潤滑粘性
のある油を含み、基油とも称せられる。基油は、表１に示すように、Ａｍｅｒｉｃａｎ　
Ｐｅｔｒｏｌｅｕｍ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ（ＡＰＩ）Ｂａｓｅ　Ｏｉｌ　Ｉｎｔｅｒｃｈ
ａｎｇｅａｂｉｌｉｔｙ　ＧｕｉｄｅｌｉｎｅｓのグループＩ－Ｖのいずれかの基油から
選択され得る。
【表１Ａ】

グループＩ、グループＩＩ、およびグループＩＩＩは鉱油ベースストックである。潤滑粘
性のある油は、天然または合成油およびそれらの混合物を含むことができる。鉱油および
合成油の混合物、例えば、ポリアルファオレフィン油および／またはポリエステル油が使
用され得る。
【００３７】
　天然油としては、動物油および植物油（例えば、植物酸エステル）、ならびにパラフィ
ンタイプ、ナフテンタイプ、または混合パラフィン－ナフテンタイプの液状石油および溶
媒処理または酸処理された鉱油潤滑油などの鉱油潤滑油が挙げられる。水素化処理または
水素化分解油はまた、潤滑粘度のある有用な油である。石炭または頁岩から誘導される潤
滑粘性のある油もまた、有用である。
【００３８】
　合成油としては、ポリマー化オレフィンおよびインターポリマー化オレフィンならびに
それらの混合物、アルキルベンゼン、ポリフェニル、アルキル化ジフェニルエーテル、ア
ルキル化ジフェニルスルフィドならびにそれらの誘導体、それらのアナログおよびホモロ
グなどの炭化水素油およびハロ置換炭化水素油が挙げられる。アルキレンオキシドポリマ
ーおよびインターポリマー、およびそれらの誘導体、ならびに末端ヒドロキシル基が、例
えば、エステル化またはエーテル化により修飾されたものは、他のクラスの合成潤滑油で
ある。他の適切な合成潤滑油は、ジカルボン酸のエステル、ならびにＣ５～Ｃ１２のモノ
カルボン酸、およびポリオールまたはポリオールエーテルからなるものを含む。他の合成
潤滑油としては、リン含有酸の液状エステル、高分子テトラヒドロフラン、ポリ－アルキ
ル－シロキサン油およびシリケート油、ポリアリール－シロキサン油およびシリケート油
、ポリアルコキシ－シロキサン油およびシリケート油、またはポリアリールオキシ－シロ
キサン油およびシリケート油などのケイ素系油が挙げられる。さらに他の合成油としては
、フィッシャー－トロプシュ反応により製造されるもの、典型的には水添異性化フィッシ
ャー－トロプシュ炭化水素またはワックスが挙げられる。一実施形態では、油は、フィッ
シャー－トロプシュガス・ツー・リキッド（ｇａｓ－ｔｏ－ｌｉｑｕｉｄ）合成手順、な
らびに他のガス・ツー・リキッド油によって調製され得る。
【００３９】
　上に開示されたタイプの天然または合成（ならびにその混合物）のいずれかの、未精製
、精製、および再精製の油を使用することができる。未精製油は、さらなる精製処理なし
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で天然源または合成源から直接得られるものである。精製油は、１つまたは複数の精製ス
テップでさらに処理されて１つまたは複数の特性を改善する以外は未精製油に類似する。
再精製油は、既に使用されている精製油に適用される、精製油を得るために使用されるも
のに類似するプロセスによって得られる。再精製油は、多くの場合さらに加工されて、使
用済みの添加剤および油分解生成物が取り除かれる。
【００４０】
　一実施形態では、基油は、グループＩＩ、グループＩＩＩもしくはグループＩＶの油、
またはそれらの混合物である。一実施形態では、基油は、グループＩＩまたはグループＩ
Ｉまたはそれらの混合物である。一実施形態では、基油は、グループＩＩの油であり、少
なくとも９０％のグループＩＩの油を意味する。一実施形態では、基油は、グループＩＩ
Ｉの油であり、少なくとも９０％のグループＩＩＩの油を意味するか、または本質的にグ
ループＩＩの油または本質的にグループＩＩＩの油である。
【００４１】
　この潤滑粘性のある油は、一実施形態では、この潤滑組成物の４０重量％～９９．９８
重量％、別の実施形態では、この潤滑組成物の６０重量％～９９．８７重量％、別の実施
形態では、この潤滑組成物の６９重量％～９８．８５重量％で存在している。
【００４２】
摩擦調整用添加剤
　本発明の摩擦調整用添加剤化合物は、酸官能化アミン化合物（すなわち、アミノ酸）を
ヒドロカルビルコハク酸アシル化剤と反応させてスクシンイミド酸を生成させることによ
り調製される。
【００４３】
　ヒドロカルビル置換コハク酸アシル化剤としては、ヒドロカルビル置換コハク酸、ヒド
ロカルビル置換無水コハク酸、ヒドロカルビル置換コハク酸ハライド（特に、酸フルオリ
ドおよび酸クロリド）、およびヒドロカルビル置換コハク酸と低級アルコールとのエステ
ル（例えば、７個までの炭素原子を含むもの）、すなわち、カルボン酸アシル化剤として
機能することができるヒドロカルビル置換化合物が挙げられる。これらの化合物のうち、
ヒドロカルビル置換コハク酸、ヒドロカルビル置換無水コハク酸、およびこのような酸と
無水物との混合物が一般に好ましく、ヒドロカルビル置換無水コハク酸が特に好ましい。
【００４４】
　ヒドロカルビル置換アシル化剤を製造するためのアシル化剤は、適当な分子量のポリオ
レフィン（塩素を含有または含有せず）と無水マレイン酸を反応させることによって作製
される。しかし、類似のカルボン酸反応物、例えばマレイン酸、フマル酸、リンゴ酸、酒
石酸、イタコン酸、無水イタコン酸、シトラコン酸、無水シトラコン酸、メサコン酸、無
水エチルマレイン酸、無水ジメチルマレイン酸、エチルマレイン酸、ジメチルマレイン酸
、ヘキシルマレイン酸など（対応する酸ハライドと低級脂肪族エステルを含む）を用いる
ことができる。
【００４５】
　一実施形態では、ヒドロカルビル置換無水コハク酸は、下記式（１）：
【化３】



(10) JP 6650869 B2 2020.2.19

10

20

30

40

50

（式中、Ｒ１は１０～１００個の炭素原子を含有するヒドロカルビル基である）によって
表され得る。
【００４６】
　一実施形態では、ヒドロカルビル置換無水コハク酸はポリイソブチレンスクシンイミド
であり得、ここで本発明の摩擦調整用添加物のポリイソブチレン置換基は、数平均分子量
が少なくとも４００、または少なくとも５００、または少なくとも８００、または８００
～３０００、または８００～１，５００であり得る。ヒドロカルビル基は、本質的に主と
して炭化水素である１価の基であるが、炭化水素鎖中に酸素などのヘテロ原子を有するこ
とができ、炭化水素鎖非炭化水素基に結合することができ、例えば塩素、ヒドロキシル基
、またはアルコキシ基などのヘテロ原子およびヘテロ原子含有基が挙げられる。
【００４７】
　ある特定の実施形態では、ヒドロカルビル置換アシル化剤は、米国特許第７，６１５，
５２１号に記載のように、少量の塩素または他のハロゲンの存在を伴うプロセスによって
調製される。例えば、第４欄および調製例Ａを参照されたい。そのようなヒドロカルビル
置換アシル化剤は、典型的には、ヒドロカルビル置換基の酸性またはアミド「頭部」基へ
の結合においていくつかの炭素環式構造を有する。他の実施形態では、ヒドロカルビル置
換アシル化剤は、米国特許第７，６１５，５２１号に記載のように、「エン」反応を伴い
、いかなる塩素または他のハロゲンも使用しない熱的プロセスによって調製され；この様
式で作製された分散剤は、高ポリイソブチレンビニリデン（すなわち５０％超末端ビニリ
デン）から誘導される場合が多い。第４欄の下部、第５欄、および調製例Ｂを参照された
い。そのようなヒドロカルビル置換アシル化剤は、典型的には、結合点で上記の炭素環式
構造を含有しない。ある特定の実施形態では、ヒドロカルビル置換アシル化剤は、米国特
許出願公開２００８／０１１３８８９号に記載のように、高ポリイソブチレンビニリデン
とエチレン性不飽和アシル化剤とのフリーラジカル触媒重合によって調製される。
【００４８】
　ヒドロカルビル置換アシル化剤は、ポリオレフィンとして、高ポリイソブチレンビニリ
デン、すなわち、５０、７０、または７５％超の末端ビニリデン基（α、β異性体）を有
する高ポリイソブチレンビニリデンから誘導され得る。ある特定の実施形態では、ヒドロ
カルビル置換アシル化剤は、直接アルキル化経路によって調製され得る。他の実施形態で
は、ヒドロカルビル置換アシル化剤は、直接アルキル化分散剤および塩素経路分散剤の混
合物を含み得る。
【００４９】
　一実施形態では、ヒドロカルビル置換アシル化剤は、単分散剤として存在してよい。一
実施形態では、ヒドロカルビル置換アシル化剤は、２種または３種の異なるヒドロカルビ
ル置換アシル化剤の混合物として存在してもよい。
【００５０】
　ヒドロカルビル置換アシル化剤は、一般にポリオレフィンとアシル化剤から誘導される
。ポリオレフィンは、通常２～１０個の炭素原子を有する１つまたは複数のアルケンから
誘導することができ、例えばエチレン、プロピレン、イソブチレン、およびそれらの混合
物が挙げられる。ポリオレフィンはまた、アルケンとジエンの混合物から誘導することが
できる。本発明の実施形態では、ポリオレフィンはポリイソブチレンであり、他の実施形
態では、ポリオレフィンは、ビニリデン異性体含有率が２５％またはそれ未満の従来のポ
リイソブチレン、ビニリデン異性体含有率が５０％またはそれを超える高反応性ポリイソ
ブチレン、または従来のポリイソブチレンおよび高反応性ポリイソブチレンの混合物であ
る。アシル化剤は、アルファ、ベータ不飽和モノまたはポリカルボン酸またはその誘導体
を含むことができ、無水物およびエステル、例えばアクリル酸、アクリル酸メチル、メタ
クリル酸、マレイン酸または無水物、フマル酸、イタコン酸または無水物、またはそれら
の混合物などが挙げられる。ヒドロカルビル置換アシル化剤は、周知の方法により調製す
ることができ、ハロゲンである塩素などの促進剤があるまたは無い状況下で、一般に１５
０℃～２５０℃の高温でポリオレフィンとアシル化剤を加熱することが挙げられる。本発



(11) JP 6650869 B2 2020.2.19

10

20

30

40

50

明の実施形態では、ヒドロカルビル置換アシル化剤はポリイソブテニル無水コハク酸であ
る。
【００５１】
　スクシンイミド酸が誘導されるアミノ酸としては、アリール化合物が挙げられる。アリ
ール化合物としては、芳香族アミンおよび脂肪族アミンを挙げることができる。一実施形
態では、アリール化合物が芳香族アミンを含む。本発明に用いられるアミノ酸は、下記式
（２）：
【化４】

（式中、Ｒ２は、アルキレン基または芳香族基である）で表すことができる。一実施形態
では、Ｒ２は、酸素原子または窒素原子などの少なくとも１つのヘテロ原子を含むアルキ
レン基である。一実施形態では、芳香族環はアリール基である。一実施形態では、芳香族
基は、５～２４個の炭素原子、または６～１２個の炭素原子を含む。
【００５２】
　一実施形態では、適当な芳香族アミノ酸としては、Ｒ２がアミン置換安息香酸またはそ
の誘導体を含む化合物が挙げられる。本発明において有用な芳香族アミノ酸の代表例とし
ては、２－アミノ安息香酸、３－アミノ安息香酸、４－アミノ安息香酸、４－（アミノメ
チル）安息香酸、２－アミノ－３－メチル安息香酸、２－アミノ－５－メチル安息香酸、
２－アミノ－６－メチル安息香酸、３－アミノ－２－メチル安息香酸、３－アミノ－４－
メチル安息香酸、４－アミノ－２－メチル安息香酸、４－アミノ－２－ヒドロキシ安息香
酸、３－アミノ－２－ヒドロキシ安息香酸が挙げられる。一実施形態では、芳香族アミノ
酸は５－アミノ－２－ヒドロキシ安息香酸（５－アミノサリチル酸）である。
【００５３】
　一実施形態では、Ｒ２が芳香族基である場合には、酸官能化アミン化合物は、下記式（
３）：
【化５】

（式中、Ｒ３はＨ、ＣＨまたはＯＨであり；ｎが０～６に等しい）で表され得る。
【００５４】
　一実施形態では、摩擦調整用添加剤化合物は、約０．５重量％～約１．２重量％、また
は約０．１重量％～約４重量％、および一実施形態では約０．２５重量％～約（ａｂｏｕ
ｔ　ｔｏ　ａｂｏｕｔ）２重量％の量で存在することができる。
【００５５】
性能添加剤
　一実施形態では、潤滑剤組成物または潤滑剤濃縮物は、本発明のスクシンイミド酸摩擦
調整剤以外の少なくとも１つの性能添加剤を含む。この性能添加剤（単数または複数）は
、金属不活性化剤、清浄剤、分散剤、極圧剤、耐摩耗剤、酸化防止剤、腐食防止剤、発泡
防止剤、解乳化剤、流動点降下剤、粘度調整剤、他の摩擦調整剤、シール膨潤剤およびそ
れらの混合物の少なくとも１つを含むことができる。一実施形態では、この性能添加剤は
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、単独で、または併用して使用され得る。
【００５６】
　存在する追加的な性能添加物の全合計量は、潤滑剤組成物の０重量％～３０重量％、ま
たは１重量％～２５重量％、または２重量％～２０重量％、または３重量％～１０重量％
、または４重量％～８重量％の範囲であり得る。これら性能添加剤の１種または複数が存
在し得るが、性能添加剤は、互いに異なる量で存在することが一般的である。
【００５７】
　潤滑剤濃縮物（これは、追加的な油と組み合せて、全体または一部で、最終潤滑剤組成
物を形成し得る）の場合、種々の性能添加剤と潤滑粘性のある油および／または希釈油と
の比は、重量基準で、８０：２０～１０：９０の範囲である。
【００５８】
　本発明のスクシンイミド酸調整剤に加えて、摩擦調整剤は、脂肪族アミン、グリセロー
ルエステルなどのエステル、脂肪族ホスファイト、脂肪酸アミド、脂肪族エポキシド、ホ
ウ酸化脂肪族エポキシド、アルコキシル化脂肪族アミン、ホウ酸化アルコキシル化脂肪族
アミン、α－ヒドロキシカルボン酸化合物のエステルおよびアミド、脂肪酸の金属塩、脂
肪族イミダゾリン、カルボン酸とポリアルキレンポリアミンの縮合生成物、アルキルリン
酸のアミン塩、モリブデンジチオカルバメートまたはそれらの混合物を含むことができる
。
【００５９】
　摩擦調整剤はまた、硫化脂肪族化合物およびオレフィン、モリブデンジアルキルジチオ
ホスフェート、モリブデンジチオカルバメート、ヒマワリ油またはポリオールと脂肪族カ
ルボン酸のモノエステルなどの物質を含んでよい。
【００６０】
　一実施形態では、摩擦調整剤は、アミン、長鎖脂肪酸エステル、または長鎖脂肪族エポ
キシドの長鎖脂肪酸誘導体；脂肪族イミダゾリン；アルキルリン酸のアミン塩；脂肪酸ア
ルキルタルトレート；脂肪酸アルキルタルトリミド；および脂肪酸アルキルタルトラミド
からなる群から選択され得る。一実施形態では、この摩擦調整剤は、長鎖脂肪酸エステル
である。別の実施形態では、長鎖脂肪酸エステルは、モノエステル、またはジエステル、
またはそれらの混合物であってよく、別の実施形態では、この長鎖脂肪酸エステルはトリ
グリセリドであってよい。摩擦調整剤は、潤滑組成物の０重量％～６重量％、または０．
０５重量％～４重量％、または０．１重量％～２重量％、または０．２～８重量％で存在
し得る。
【００６１】
　酸化阻害剤として有用な例示的な酸化防止剤としては、硫化オレフィン、ヒンダードフ
ェノール、ジアリールアミン（例えばジフェニルアミン、例えば、アルキル化ジフェニル
アミンなど）、フェニル－アルファ－ナフチルアミン、ヒンダードフェノールエステル、
モリブデンジチオカルバメート、およびそれらの混合物および誘導体が挙げられる。酸化
防止剤化合物は、単独でまたは併用して使用され得る。
【００６２】
　ジアリールアミンまたはアルキル化ジアリールアミンは、フェニル－α－ナフチルアミ
ン（ＰＡＮＡ）、アルキル化ジフェニルアミン、またはアルキル化フェニルナフチルアミ
ン（ｐｈｅｎｙｌｎａｐｔｈｙｌａｍｉｎｅ）、またはそれらの混合物であり得る。アル
キル化ジフェニルアミンとしては、ジ－ノニル化ジフェニルアミン、ノニルジフェニルア
ミン、オクチルジフェニルアミン、ジ－オクチル化ジフェニルアミン、ジ－デシル化ジフ
ェニルアミン、デシルジフェニルアミンおよびそれらの混合物を挙げることができる。一
実施形態では、ジフェニルアミンとしては、ノニルジフェニルアミン、ジノニルジフェニ
ルアミン、オクチルジフェニルアミン、ジオクチルジフェニルアミン、またはそれらの混
合物を挙げることができる。一実施形態では、アルキル化ジフェニルアミンとしては、ノ
ニルジフェニルアミン、またはジノニルジフェニルアミンを挙げることができる。アルキ
ル化ジアリールアミンとしては、オクチルフェニルナフチルアミン、ジ－オクチルフェニ
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ルナフチルアミン、ノニルフェニルナフチルアミン、ジ－ノニルフェニルナフチルアミン
、デシルフェニルナフチルアミンまたはジ－デシルフェニルナフチルアミンを挙げること
ができる。
【００６３】
　硫化オレフィンは、周知の市販の物質であり、実質的に窒素を含まないもの、すなわち
、窒素官能基を含有せず、容易に入手可能である。硫化し得るオレフィン化合物は、本質
的に多様である。それらは、非芳香族性二重結合として、すなわち、２個の脂肪族炭素原
子をつなぐ結合として定義される、少なくとも１個のオレフィン性二重結合を含有する。
これらの物質は、一般的に、１～１０個の硫黄原子、例えば、１～４個、または１もしく
は２個の硫黄原子を有するスルフィド連結を有する。
【００６４】
　無灰酸化防止剤は単独で、または併用して使用され得る。本発明の一実施形態では、２
種またはそれを超える異なる酸化防止剤を、少なくとも２種の酸化防止剤のそれぞれが少
なくとも０．１重量％であり、ここで無灰酸化防止剤の合計量が０．５～５重量％である
ように、併用して使用する。一実施形態では、各無灰酸化防止剤が少なくとも０．２５～
３重量％であり得る。
【００６５】
　酸化防止剤は、潤滑組成物の０重量％～１５重量％、または０．１重量％～１０重量％
、または０．５重量％～５重量％、または０．５重量％～３重量％、または０．３重量％
～１．５重量％で存在し得る。
【００６６】
　例示的な清浄剤としては、アルカリ金属、アルカリ土類金属および遷移金属と、１種ま
たは複数のフェネート、硫化フェネート、スルホネート、カルボン酸、リン含有酸、モノ
－および／またはジ－チオリン酸、サリゲニン、アルキルサリチレート、サリキサレート
またはそれらの混合物との中性または過塩基性の、ニュートン性または非ニュートン性塩
基性塩が挙げられる。中性清浄剤は、金属対清浄剤（石鹸）のモル比が約１である。過塩
基性清浄剤は、金属対清浄剤のモル比が１を超え、すなわち、金属含有量が清浄剤の中性
塩をもたらすのに必要な量よりも多い。一実施形態では、潤滑剤組成物は、金属対清浄剤
のモル比が少なくとも３、また一実施形態ではモル比が１．５までの、少なくとも１つの
過塩基性金属含有清浄剤を含む。過塩基性清浄剤は、金属対清浄剤のモル比が少なくとも
５、または少なくとも８、または少なくとも１２であってよい。一実施形態では、過塩基
性清浄剤は、サリチレート清浄剤である。
【００６７】
　一実施形態では、アルカリ金属またはアルカリ土類金属の過塩基性清浄剤が、カルシウ
ム、ナトリウム、もしくはマグネシウム清浄剤、またはそれらの組み合わせを含む。一実
施形態では、金属清浄剤がカルシウム清浄剤を含む。過塩基性清浄剤は、０．１重量％～
５重量％、または０．２重量％～３重量％、または０．４重量％～１．５重量％で存在し
得る。
【００６８】
　例示的な分散剤は無灰型分散剤として公知であることが多い。その理由は、潤滑油組成
物中で混合する前に、それらが灰分形成金属を含まず、潤滑剤およびポリマー分散剤に添
加された場合、それらが通常灰分形成金属を提供しないからである。無灰型分散剤は、相
対的に高分子量の炭化水素鎖と結合した極性基を特徴とする。典型的な無灰分散剤として
は、スクシンイミド、ホスホネートおよびその組合せが挙げられる。
【００６９】
　例示的なスクシンイミド分散剤としては、Ｎ置換長鎖アルケニルスクシンイミドならび
にその後処理バージョンを挙げることができる。米国特許第３，２１５，７０７号、同第
３，２３１，５８７号、同第３，５１５，６６９号、同第３，５７９，４５０号、同第３
，９１２，７６４号、同第４，６０５，８０８号、同第４，１５２，４９９号、同第５，
０７１，９１９号、同第５，１３７，９８０号、同第５，２８６，８２３号および同第５
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，２５４，６４９号は、このような分散剤およびそれらの成分を形成するための方法を記
載している。後処理された分散剤には、尿素、ホウ素、チオ尿素、ジメルカプトチアジア
ゾール、二硫化炭素、アルデヒド、ケトン、カルボン酸、炭化水素置換無水コハク酸、ニ
トリル、エポキシドおよびリン化合物などの物質と反応させることによってさらに処理さ
れるものが含まれる。
【００７０】
　例えば、そのような分散剤は、Ｃ３～Ｃ６ポリアルキレン（例えば、ポリプロピレン、
ポリイソブチレン、ポリペンチレン、ポリヘプチレン）またはその誘導体（例えば、塩素
化誘導体）と、モノ－もしくはα、β不飽和ジカルボン酸またはその無水物（例えば、無
水マレイン酸または無水コハク酸など）を反応させて、アシル化Ｃ３～Ｃ６ポリアルキレ
ン化合物を生成させ、これを、第一級アミンなどの本発明のアミンとは異なるアミン、ま
たはポリエチレンアミン、芳香族アミン、もしくはポリエーテルアミンなどのポリアミン
と反応させて分散剤を生成させることによって生成することができる。
【００７１】
　ポリイソブチレン（ＰＩＢ）は多くの態様において存在することが知られている。末端
ビニリデン、メチルビニリデンとも呼ばれる部分は、フリーラジカル開始剤またはハロゲ
ン促進剤が無い状況でアシル化剤と容易に反応するであろう。５０％超のメチルビニリデ
ン含有率を有するＰＩＢは、高ビニリデンとして識別され得る。一実施形態では、潤滑組
成物は高ポリイソブチレンビニリデンから誘導された分散剤を含み得る。
【００７２】
　他の例示的な分散剤は、ポリイソブチレン、アミンおよび酸化亜鉛から誘導して、亜鉛
とのポリイソブチレンスクシンイミド錯体を形成させることができる。
【００７３】
　一実施形態では、無灰分散剤は、ホウ素含有であり、すなわちホウ素が組み込まれてお
り、潤滑剤組成物に該ホウ素を送達する。ホウ素含有分散剤は、潤滑剤組成物に少なくと
も２５ｐｐｍのホウ素、少なくとも５０ｐｐｍのホウ素、または少なくとも１００ｐｐｍ
のホウ素を送達するのに十分な量で存在し得る。一実施形態では、潤滑剤組成物は、ホウ
素含有分散剤を含まず、すなわち最終配合物に１０ｐｐｍ以下のホウ素または１ｐｐｍ未
満のホウ素を送達する。
【００７４】
　別のクラスの無灰分散剤は、米国特許第５，３３０，６６７号に記載されているタイプ
のアシル化ポリアルキレンポリアミンである。
【００７５】
　別のクラスの無灰分散剤はマンニッヒ塩基である。マンニッヒ分散剤は、アルキルフェ
ノールと、アルデヒド（特にホルムアルデヒド）およびアミン（特にポリアルキレンポリ
アミン）の反応生成物である。そのアルキル基は典型的に少なくとも３０個の炭素原子を
含む。
【００７６】
　分散剤は、潤滑組成物の０．１重量％～１５重量％、または０．２重量％～１０重量％
、または０．５重量％～８重量％、または１．５重量％～６重量％で存在し得る。
【００７７】
　別の添加剤は、耐摩耗剤である。耐摩耗剤の例としては、リン含有耐摩耗／極圧剤、例
えば金属チオホスフェート、リン酸エステルおよびその塩、リン含有カルボン酸、エステ
ル、エーテルおよびアミドなど、ならびにホスファイトが挙げられる。ある特定の実施形
態では、リン耐摩耗剤は、０．０１～０．２％のリンまたは０．０１５～０．１５％のリ
ンまたは０．０２～０．１％のリンまたは０．０２５～０．０８％のリンを送達する量で
存在し得る。耐摩耗剤は、多くの場合ジアルキルジチオリン酸亜鉛（ＺＤＰ）である。
【００７８】
　ジアルキルジチオリン酸亜鉛は、その調製に使用されるアルコールの構造によって、第
一級ジアルキルジチオリン酸亜鉛または第二級ジアルキルジチオリン酸亜鉛として記載さ
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れ得る。いくつかの実施形態では、本発明の組成物は、第一級ジアルキルジチオリン酸亜
鉛を含む。いくつかの実施形態では、本発明の組成物は、第二級ジアルキルジチオリン酸
亜鉛を含む。いくつかの実施形態では、本発明の組成物は、第一級および第二級ジアルキ
ルジチオリン酸亜鉛の混合物を含む。いくつか実施形態では、成分（ｂ）は、第一級およ
び第二級ジアルキルジチオリン酸亜鉛の混合物であり、第一級ジアルキルジチオリン酸亜
鉛対第二級ジアルキルジチオリン酸亜鉛の比は（重量基準で）、少なくとも１：１、また
はさらに少なくとも１：１．２、またはさらに少なくとも１：１．５または１：２または
１：１０である。いくつかの実施形態では、成分（ｂ）は、第一級および第二級ジアルキ
ルジチオリン酸亜鉛の混合物であり、この混合物は、少なくとも５０重量％の第一級ジア
ルキルジチオリン酸亜鉛、またはさらに少なくとも６０、７０、８０、または９０重量％
の第一級ジアルキルジチオリン酸亜鉛を含む。いくつかの実施形態では、成分（ｂ）は第
一級ジアルキルジチオリン酸亜鉛を含まない。
【００７９】
　油中で可溶性の極圧（ＥＰ）剤としては、硫黄および塩化硫黄含有ＥＰ剤、塩素化炭化
水素ＥＰ剤ならびにリンＥＰ剤が挙げられる。そのようなＥＰ剤の例としては、塩素化ワ
ックス；硫化オレフィン（硫化イソブチレンなど）、有機スルフィドおよびポリスルフィ
ド、例えばジベンジルジスルフィド、ビス－（クロロベンジル）ジスルフィド、ジブチル
テトラスルフィド、オレイン酸の硫化メチルエステル、硫化アルキルフェノール、ジメル
カプトチアジアゾール、硫化ジペンテン、硫化テルペン、および硫化ディールス・アルダ
ー付加物；リンスルフィドとテルペンチンまたはオレイン酸メチルとの反応生成物などの
リン硫化（ｐｈｏｓｐｈｏｓｕｌｆｕｒｉｚｅｄ）炭化水素；亜リン酸二炭化水素および
三炭化水素などのリンエステル、例えば、亜リン酸ジブチル、亜リン酸ジヘプチル、亜リ
ン酸ジシクロヘキシル、亜リン酸ペンチルフェニル、亜リン酸ジペンチルフェニル、亜リ
ン酸トリデシル、亜リン酸ジステアリルおよびポリプロピレン置換亜リン酸フェノール；
ジオクチルジチオカルバミン酸亜鉛およびヘプチルフェノール二酸バリウムなどの金属チ
オカルバミン酸塩；例えば、ジアルキルジチオリン酸とプロピレンオキシドとを反応させ
、その後さらにＰ２Ｏ５と反応させた反応生成物のアミン塩を含めたアルキルとジアルキ
ルリン酸または誘導体とのアミン塩；ならびにこれらの混合物（米国特許第３，１９７，
４０５号に記載の通り）が挙げられる。
【００８０】
　例示的な腐食防止剤としては、オクチルアミンオクタノエート、ドデセニルコハク酸ま
たは無水物および脂肪酸、例えばオレイン酸とポリアミンとの縮合生成物；ベンゾトリア
ゾールの誘導体、チアジアゾール、例えばジメルカプトチアジアゾールおよびその誘導体
、１，２，４－トリアゾール、ベンゾイミダゾール、２－アルキルジチオベンゾイミダゾ
ールならびに２－アルキルジチオベンゾチアゾールを含む金属不活性化剤を挙げることが
できる。さらにポリエーテル化合物、例えばエチレンオキシド、プロピレンオキシドから
誘導されるＰＡＧ（ポリグリコールのファミリーであるＳｙｎａｌｏｘ（登録商標）（Ｄ
ｏｗ）を含む）を追加する。１００～１２０Ｂ。
【００８１】
　適切な発泡防止剤としては、シリコーン、任意選択で酢酸ビニルをさらに含むエチルア
クリレートと２－エチルヘキシルアクリレートの共重合体；ならびにポリエチレングリコ
ール、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシドおよび（エチレンオキシド－プロ
ピレンオキシド）ポリマーを含む解乳化剤が挙げられる。
【００８２】
　無水マレイン酸－スチレンのエステル、ポリメタクリレート、ポリアクリレートまたは
ポリアクリルアミドを含む流動点降下剤；ならびにＥｘｘｏｎ　Ｎｅｃｔｏｎ－３７（商
標）（ＦＮ１３８０）およびＥｘｘｏｎ　Ｍｉｎｅｒａｌ　Ｓｅａｌ　Ｏｉｌ（ＦＮ３２
００）を含むシール膨潤剤も、例示的な潤滑剤組成物または潤滑剤濃縮物において使用さ
れ得る。
【００８３】
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　一実施形態では、例示的な潤滑剤組成物または潤滑剤濃縮物は、硫化オレフィンおよび
リン酸アミンを含まない。「含まない」ということは、これらの構成要素が、個別的にま
たは一緒にして、潤滑剤組成物の０．０１％未満、０．００１％未満、またはさらに０％
の量であることを意味する。
【００８４】
産業的用途
　例示的な実施形態の一態様では、動摩擦を上昇させず、または動摩擦を最小にせず、ま
たは少なくとも動摩擦を維持して内燃機関の静摩擦を増大させる方法は、内燃機関の接触
表面を例示的な潤滑剤組成物に接触させることを含んでよい。接触表面としては、鋼表面
と鋼合金表面の少なくとも１つ、またはアルミニウム表面もしくはアルミニウム合金表面
を挙げることができる。潤滑剤組成物は、内燃機関の運転中には、接触表面と接触表面に
対して移動する第２の表面との間に介在させてよい。
【００８５】
　別の態様では、潤滑剤組成物は、摺動接触する第１の摺動部材および第２の摺動部材で
あって、各摺動部材が各摺動表面を画定し、少なくともその１つが他の摺動表面に対して
摺動する、第１の摺動部材および第２の摺動部材を含む内燃機関に使用される。摺動表面
の少なくとも１つは、鋼（または鋼の合金）、またはダイヤモンド様カーボン（ＤＬＣ）
材料、またはそれらの組合せから形成される。潤滑剤組成物は、摺動中に、摺動表面間に
それらを潤滑させるために介在される。潤滑剤組成物は、静摩擦を維持するために潤滑粘
度のある油、およびヒドロカルビル置換無水コハク酸とアミノ酸との反応生成物を含む。
【００８６】
　合金鋼とは、鋼が典型的にはその機械的特性を向上させるために、１．０重量％～５０
重量の合計量で、１つまたは複数の元素と合金化した合金である。したがって、例示的な
鋼表面または合金鋼表面は、少なくとも５０重量％の鉄を含む。合金鋼を形成するのに使
用される例示的な元素は、マンガン、ニッケル、クロム、モリブデン、バナジウム、ケイ
素、ホウ素、アルミニウム、コバルト、銅、セリウム、ニオブ、チタン、タングステン、
スズ、亜鉛、鉛、ジルコニウム、およびそれらの組み合わせから選択することができる。
【００８７】
　ダイヤモンド様カーボン表面は、例えば、米国特許出願公開第２０１１００２８３６１
号、およびその中の引用文献に開示された方法に従って形成され得、これらの開示は、そ
の全体が、参照によって本明細書に組み込まれる。
【００８８】
　典型的に、鉄系合金のギアは、いくつかの実施形態では、浸炭処理または浸炭窒化処理
を行ってよい。ギアを構成する鉄系合金の種類は、ギアの用途に応じて適切に選択するこ
とができる。鉄系合金としては、成膜処理中の温度（約２００℃）にて軟化されずに靭性
を有する、熱処理可能なものが適している。鉄系合金の典型的例としては、Ｓ０９ＣＫ、
Ｓ１５ＣＫ、Ｓ２０ＣＫなどの機械構造用炭素肌焼鋼、例えばＳＮＣ４１５、ＳＮＣ８１
５などのニッケル－クロム系合金、ＳＮＣＭ２２０、ＳＮＣＭ４１５、ＳＮＣＭ４２０、
ＳＮＣＭ６１６、ＳＮＣＭ８１５などのニッケル－クロム－モリブデン系合金、ＳＣｒ４
１５、ＳＣｒ４２０などのクロム系合金、ＳＣＭ４１５、ＳＣＭ４１８、ＳＣＭ４２０、
ＳＣＭ４２１、ＳＣＭ８２２などのクロム－モリブデン系合金、ＳＭｎ４２０、ＳＭｎＣ
４２０などのマンガン系合金およびマンガン－クロム系合金などの機械構造用合金肌焼鋼
である。上記の合金例は、本発明のギアの鉄系合金として適切である。上記合金の上記シ
ンボル（Ｓ０９ＣＫなど）は、ＪＩＳ規格に従うものである。
【００８９】
　本方法および例示的な潤滑剤組成物は、オートバイのエンジンなどの機械装置に供給さ
れ、機械装置の通常動作中にギアとウェットクラッチの少なくとも一方の潤滑に使用する
ことができる。
【００９０】
　いくつか実施形態では、適切な潤滑剤組成物は、表１に示すような範囲内で存在する（
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活性分に基づく）成分を含む。
【表１Ｂ】

 
【実施例】
【００９１】
調製例１（ＰＲＥＰ１）
　機械攪拌機、サーモウェル、表面下窒素入口、および冷却器付きディーン・スタークト
ラップを備えた２Ｌの４ッ口フラスコに、１０００Ｍｎポリイソブチレンを投入し、無水
コハク酸（６００ｇ）と希釈油（６００ｇ）で置換した（ｓｕｂｓｔｉｔｕｔｅｄ　ｗｉ
ｔｈ）。この混合物を次いで攪拌し、１５０℃に加熱する。５－アミノサリチル（ａｍｉ
ｎｏｓａｌｉｃｙｃｌｉｃ）酸（７９．６ｇ）を１．５時間かけて添加した後、反応温度
を１７０℃まで上昇させ、さらに５．５時間保持する。この時点で、反応混合物を、さら
に精製することなく冷却して使用する。
【００９２】
実施例１
　潤滑剤に表１で示した添加剤をブレンドすることにより、組成物を調製する。表１の量
は、油を含まない基準で示される。
【表１Ｃ】

【００９３】
摩擦試験
　潤滑剤組成物について、ＳＡＥ＃２摩擦試験機を用いてＪＡＳＯ　Ｔ９０４：２００６
に記載されるようにクラッチ機構の摩擦試験を行った。ウェットクラッチ性能を、オート
バイ用途のための改変したＳＡＥ＃２摩擦試験として、高摩擦（ＪＡＦＲＥ　Ａ）基準油
および低摩擦（ＪＡＦＲＥ　Ｂ）基準油に対する潤滑組成物の摩擦挙動を評価することに
より測定する。試験は、３つの主なクラッチパラメータ：クラッチの滑りに関する静摩擦
；クラッチの感触／取り込み（ｕｐｔａｋｅ）に関する動摩擦；および同期時間に関する
停止時間を評価する。次いで、クラッチ性能指標を潤滑組成物に割り当て、ＪＡＳＯ　Ｍ
Ａ、ＭＡ１、またはＭＡ２（ウェットクラッチの用途に適した高摩擦、またはＪＡＳＯ　
ＭＢ（ドライクラッチの用途により適した低摩擦として分類することができる。ＪＡＳＯ
　ＭＡ２仕様（ｃｌａｉｍ）の潤滑組成物について、以下の表２に記載されるように、す
べての指標はカテゴリーについて特定された値の範囲内になければならない。
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【表２】

【００９４】
　得られた試験結果は、以下の表３の通りであった。
【表３】

【００９５】
　全体的な結果から、クランクケース、ギアおよびウェットクラッチの少なくとも一つを
含む内燃機関用潤滑組成物に本発明の摩擦調整用添加剤が存在することで、ＪＡＳＯ　Ｍ
Ａ２仕様を満たしつつ、動摩擦を上昇させず、または動摩擦を最小にせず、または少なく
とも動摩擦を維持して増大する静摩擦がもたらされることが分かる。
【００９６】
　本明細書中では、本明細書中で使用する用語「ヒドロカルビル置換基」または「ヒドロ
カルビル基」は、通常の意味で使用され、これは当業者に周知である。具体的には、それ
は主として、炭素原子および水素原子から構成され、炭素原子を介して分子の残部に結合
された基であって、主として炭化水素的な性質を有する分子を損なうには十分ではない割
合で、他の原子または基の存在を排除しない基をいう。一般に、このヒドロカルビル基で
は、各１０個の炭素原子に対し２個以下、一態様では１個以下の非炭化水素置換基が存在
し；典型的には、このヒドロカルビル基には、非炭化水素置換基は存在しない。用語「ヒ
ドロカルビル置換基」または「ヒドロカルビル基」のさらに詳細な定義は、米国特許第６
，５８３，０９２号で提供されている。
【００９７】
　上で引用した各文献の内容は、参照によって本明細書に組み込まれる。実施例を除いて
、または他に明らかに指示がなければ、物質の量を特定している本記述のすべての数値量
、反応条件、分子量、炭素原子数などは、「約」という言葉により修飾されることが分か
る。他に指示がなければ、本明細書中で言及した各化学物質または組成物は、市販等級の
物質であると解釈されるべきである。しかし、各化学成分の量は、他に指示がなければ、
いずれの溶媒または希釈油（これは、市販物質中にて、通例存在し得る）を除いて、提示
されている。本明細書中で示した上限および下限の量、範囲および比の制限は、別個に組
み合わされ得ることが分かる。同様に、本発明の各要素の範囲および量は、他の要素のい
ずれかの範囲または量と併用され得る。
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